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支配株主等に関する事項について 

 

 

 

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）又はその他の関係会社の商号等 

（2020年3月31日現在） 

名称 属性 
議決権所有割合(%) 発行する株券が上場されている金融証券

取引所等 
直接所有分 合算対象分 計 

日本製鉄株式会社 親会社 

 

65.91 

 

0.35 66.26 

株式会社東京証券取引所市場第一部 

株式会社名古屋証券取引所市場第一部 

証券会員制法人札幌証券取引所 

証券会員制法人福岡証券取引所 

 

 

 

２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

当社の親会社である日本製鉄株式会社は、当社議決権 66.26%（間接所有を含む。）を所有する筆頭株主であります。

当社は日本製鉄株式会社の製鉄事業分野における電炉中核子会社として、同社との鉄鋼事業戦略の共有化を図り、

その一翼を担いつつ、普通鋼電炉事業の発展に努めております。 

本年６月の定時株主総会終結以降の当社取締役会は、コーポレートガバナンス・コードに従い、取締役総数８名

中、独立社外取締役２名を選任しております。加えて、独立社外監査役を監査役４名中２名選任しております。取

締役会に出席する役員全体の３分の１が独立社外役員であり、取締役会において適宜適切に社外取締役・社外監査

役の各々の立場からご指摘・ご意見をいただいております。 

当社は親会社からの事業上の制約はなく、独自に事業活動を行っております。 

 

【役員の兼務状況】                                        （2020年3月31日現在） 

役   職 氏  名 親会社等又はそのグループ企業での役職 就任理由 

監査役 安藤 雅則 日本製鉄株式会社 関係会社部長 監査体制強化のため 

 （注）当社の取締役８名、監査役４名のうち、親会社等との兼任役員は当該の１名のみであります。 

 

 

 

 

 

 



３．支配株主等との取引に関する事項 

     （2019年4月1日から2020年3月31日） 

種類 

会社等 

の名称又 

は氏名 

所在地 

資本金又 

は出資金 

(百万円) 

事業の内容 

 又は職業 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

親会社 
日本 

製鉄㈱ 

東京都 

千代田区 
419,524 鉄鋼業 

電力の購入等 

資金の貸付先 

資金の預託先 

電力の購入等 (注)1 

資金の貸付 (注)2 

資金の返済 (注)2 

資金の預入 (注)3 

資金の払戻 (注)3 

受取利息 (注)2、3 

5,617 

10,000 

10,000 

25,967 

14,470 

170 

買掛金 

預け金 

短期貸付金 (注)2 

514 

69,945 

10,000 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）1. 通常の取引条件によっております。 

2. 利率については、市場金利を勘案し、一般の取引条件と同様に決定しております。 

3.  資金の預託については、当社の余剰資金運用の一環として行っているものであり、随時、預託及び回収が可能

なものであります。なお、利率については、市場金利を勘案し、一般の取引条件と同様に決定しております。 

 

なお、上記の取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

 

 

４．親会社等との取引を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

 当社は親会社から電力等の購入を行っておりますが、購入価格等の取引の決定に関しては、一般的取引条件

と同様に取引を行っております。 

 また親会社に対して、資金の貸付を行っておりますが、貸付条件の決定にあたっては、市場金利を勘案のう

え、一般の取引条件と同様に決定しており、社外取締役を含めた取締役会の承認に基づき貸付を行っておりま

す。 

 さらに、資金の預託については、当社の余剰資金運用の一環として行っているものであり、随時、預託およ

び回収が可能なものであります。なお、利率については、市場金利を勘案し、一般の取引条件と同様に決定し

ております。 

 以上により、親会社との取引が少数株主に不利益を与えることがないよう、適切に対応しております。 

 

 

 

 

以上 

 

 

 


